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研究成果の概要（和文）：本研究を開始して以来、大学をとりまく環境は大きく様変わりしてき

た。とくに、俗に「ゆとり教育世代」と呼ばれる学生が大学において大きな比重を占めるよう

になり、人材育成が新たな段階に入ってきたことを実感させられるようになった。したがって、

本研究も、そのような現状を織り込んだものとならねばならなかったが、残念ながら、与えら

れた 4 年間という研究期間内にこの現実を研究のコアに据えることができなかったのは残念で

あった。 

 
 
研究成果の概要（英文）：The surroundings of the university has changed greatly since  the 
beginning of this study. Especially, the students with " More Relaxed Education " came 
to occupy a big specific gravity at the university, and we felt the beginning of  the 
new stage of the talent training. However, it was regrettable not to be able to place 
this reality in the core of this research as the circumstances are so violently changing. 
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１．研究開始当初の背景 

バブルが崩壊してデフレが出口を見つけ
だせなくなっていた頃に公にされたいわゆ

る『廣中レポート』は、その半世紀近く前の
1958 年に答申された学徒厚生審議会の記述
を振り返り、大学の取り組みの遅れを次の二
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つの重要な視点から指摘した。その一つは教
員中心の大学から学生中心の大学への視点
の転換であり、もう一つは正課外教育の積極
的な捉え直しであった。前者は大学教員の関
心を研究重視から学生の教育・指導に振り替
えることを求め、後者については正課外教育
が正課教育の補完ではないことをはっきり
と認識したうえで、そのあり方を積極的に見
直すことを求めたのである。 

しかしながら、世の中の常であるが、問題
点を認識して対応しようとする「管理者」の
側よりも、「被管理者」の動きの方が早い。
大学の対応は後手後手に回り、キャンパスは
いつの間にか、これが大学なのだろうかと、
大学人が自問自答しつづけなければならな
いような「現実」が出現してしまっているの
である。 

その原因はさまざまであろう。安きに流れ
ていて改善の兆しすら見えない私立大学の
入学試験、FDと称して手取り足取り学生を教
育するシステムの闊歩する導入以降卒業ま
で続く懇切丁寧な大学教育、本当に国際的な
大学のレベルを維持しているかどうか疑り
たくなるような卒業判定など、大学の側の問
題点を指摘することもできるだろうし、他方、
腰つきの定まらない初等・中等教育の側の問
題点を指摘することもできるであろう。 

しかしながら、そうたやすくは手を付ける
ことのできない領域も存在しているため、わ
れわれ大学教員のレベルで光明を見いだす
ことのできる試みは何なのか、とくに、この
大学の閉塞感と学生諸君の無気力さを打破
するための光明を見いだすための試みは何
なのか、専門領域を異にしていながらも共通
の問題意識を暖めつづけていた教員が集ま
って、その光明に向って共同研究を開始した。 

大学とくに私立大学をとりまく諸環境が
劇的に変化を見せつつある実態を目の当た
りにしながら、われわれ大学人は何が出来る
のか、何をしなければならないのか、専門領
域の壁を越えて常に自問自答しなければな
らないコアの部分についての議論を重ねた
結果、それは、教育重視型の産学協同・高大
連携の可能性を追求するとともに、その社会
的意義を明らかにすることであるとの仮の
結論に達した。そして、学生諸君に対して成
功の要諦と失敗の本質の解明に関するヒン
トを提供することによって、大学に籍を置く
ことの意味を知覚させることができれば、と
考えていた。さらに、新たな産学協同に対す
る分析・評価プログラムを開発することがで
きればなお望ましい、といったことをコアの
目的としていた。 
 
２．研究の目的 

上記のように、本プログラムは、最終的に
は、成功の要諦と失敗の本質を解明すること

を目的としていたので、産学協同プロジェク
ト型諸活動における若い人たちの人材育成
のコアになる部分を明らかにするために何
をすることが必要なのかを常に考え続けた。 

最近とくに目につくのは、「受け身」の態
度が目につく学生諸君の存在である。大学に
おいて、学生が「与えられる立場」に置かれ
ているというのはまったく奇妙なことであ
る。否、あってはならないことだと言っても
言いすぎではないであろう。学生諸君の行動
の全体は一定のルールのもとで単位を取得
しないと学位を得ることはできないという
カリキュラムの「大枠」によって制約を受け
ている。 

ところが、本来は大学という空間（＝コミ
ュニティー）において学生はそのような「受
け身」の存在ではないはずなのである。学生
は、自立して、大学を「能動的」にそして「自
由」に動き回るキャンパスの主役にほかなら
ないのである。その証拠に、高等学校までの
学校と大学とを比較してみよう。字面を見る
と一目瞭然である。小学校から高等学校まで
の学校には「校」の字がついているのに対し
て、大学には「校」の字がついていない。こ
の「校」の字には「物事を教え、ならう所」
という意味と「かせ」という意味が漢和辞典
には載っている。すなわち、われわれ自身が
経験したように、高校までは窮屈な思いをさ
せられるけれども、大学においては学生の自
由は束縛されることはないはずなのである。 

このようにきわめて自由な環境に置かれ
ている大学生は、キャンパスライフで経験す
るさまざまな人間的ふれあいを通じて、一人
ひとりの差違を認識するとともに、コミュニ
ケーション能力を高めつつ、批判的思考力、
問題解決能力、意思決定能力などを涵養する
異ができるはずなのである。具体的には、リ
スクを背負って自己決定し遂行するプロセ
スを自己の成長に還元することから自主性
が涵養され、異なる意見や立場を相互に交換
することを通して他者理解が促進され、先輩
後輩あるいは OB・OG との人間的つながりか
らは継続性を利用した人間的成長が期待で
きるのである。そしてこのようなプロセスこ
そが大学という空間の内包しているきわめ
て大きな魅力となっているはずなのである。 
しかし、われわれが目の当たりにしている

実際のキャンパスで繰り広げられる人間模
様は、最早このようなものではない。われわ
れの経験則は通用しないのである。彼らは自
分たちだけでわれわれの眼鏡に適う「人間的
成長」を追い求めてその結果を出そうとはし
てくれないのである。 
その経験則の通用しない現実を分析する

ためにはどのような法則が有効なのか。それ
を明らかにしようとしたのが本研究の主目
的であった。 



 

 

 
３．研究の方法 
 本研究では、主として次の 4本柱を中心 
として、研究を行った。 
 
(1) 国内外の事例調査研究 ⇒ 教育重視
型の産学連携の取組みについて、国内国外を
問わず、さまざまな事例を検索すること。 
 
(2) 同志社におけるプロジェクト型教育の
実態調査・分析 ⇒ 同志社ローム記念館プ
ロジェクトおよび同志社大学プロジェクト
科目に関する調査および分析を行うこと。 
 
(3) 評価基準・分析手法の開発 ⇒ 本研
究の特長として、教育学の領域の研究者だけ
でなく、まったく領域を異にする研究者であ
りながら、このテーマについて強い関心を有
するメンバーが含まれていることが指摘で
きた。そのメンバーの各専門領域における評
価・分析の手法を援用しつつ、異分野間での
議論を深めた。 
 
(4) 産学連携教育に関する意識調査とその
評価 ⇒ 一般の人びとに対する意識調査
と、同志社ローム記念館プロジェクトおよび
同志社大学プロジェクト科目に係わってい
る学生・教職員・企業人の意識に関する情報
を収集するとともに、それを評価すること。 
 
４．研究成果 

しかしながら、教育重視型の産学連携の取
り組みについては、国内外の事例の収集すら
満足にはできなかった。 

原因の一つは予算上の制約であり、世界標
準の大学生像のサンプルすら満足に収集す
ることができなかった。本研究の前年に応募
した際の当初予算は本研究の 10 倍の規模で
あった。これが採択されないで、再度の応募
が採択されたのは、幸せなことではなかった。 

しかしながら、この予算上の制約よりもは
るかに想定外の問題だったのは、「ゆとり教
育世代」がわれわれの想像をはるかに超えた
「大学生としての質の変容」を有していると
いう現実を甘く見たという問題を指摘して
おかなければならない。 

有り体に言えば、現今の大学には大学生と
しての資質を備えていない大学生が堂々と
入学してきているのである。そしてこの現実
は、「大学のユニバーサル化」という言葉の
有している曖昧な響きによってその本質が
隠されてしまっているのである。言い換える
と、わが国の大学の存亡に係わるきわめて深
刻な問題点が隠されてしまっているのであ
る。このきわめて重要な問題点を克服するこ
とができなかった。 

多尐皮肉な言い方をすれば、研究メンバー

がこのことを身をもって痛感したことは、本
研究の一つ成果と言えるかもしれない。 
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